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市政の透明化・公正化をすすめ、市民の皆さんが市政へ参画しやすくする 

ために、市の重要な政策の決定に当たって、次の手順で行う一連の手続をいい 

ます。 

 

(１) 市の基本的な政策決定に当たり、その内容等を事前に公表します。 

(２) 公表したものに対する市民の皆さんからのご意見の提出を受け付けます。 

(３) お寄せいただいたご意見の概要とご意見に対する市の考え方、公表した 

内容等を変更した場合はその内容を公表します。 
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【意見募集にあたって】 

 

１ 経緯など 

 大規模な地震が発生した場合などに設置する災害対策本部等の設置基準とする震度と、震災時

に、被災者の一時的な避難生活の場や生活拠点となる、震災時避難所の開設基準とする震度につい

て、近年の地震災害時における実情を踏まえ、修正するための計画改訂を行います。 

つきましては、計画改訂案に対する意見を募集します。 

 

２ 計画改訂の考え方 

全国で過去５年に発生した、震度５弱以上の地震における震災時避難所開設状況について調査し

た結果、震度６弱からは多くの避難者がいましたが、５（強・弱）ではほとんど避難者はいません

でした。 

また、震度５弱では、震災時避難所は開設されておりませんでした。 

 

最大震度 発生回数 避難者数 避難所数 主な地震 

７ ２ 208,225 1,934 熊本地震（2016） 

６強 ３ 1,774 1,214 福島沖地震（2022） 

６弱 ３ 2,713 422 大阪北部地震（2018） 

５強 11 １ １ 能登半島地震（2020） 

５弱 26 ０ ０ ― 

（内閣府および気象庁の記録を基に作成） 

 

 このことから、以下の３点の基準を改めます。 

（１）災害対策本部の設置基準とする震度について、現行の震度５弱から震度５強に改めます。 

（２）災害対策本部の設置に至らない状況において設置する災害警戒本部の設置基準とする震度に

ついて、現行の震度４から震度５弱に改めます。 

（３）震災時避難所の開設基準とする震度について、現行の震度５弱から震度５強に改めます。 

 

 なお、詳細については、新旧対照表でご確認ください。 

 

３ 今後の予定 

 横須賀市防災会議での改訂案の承認を経て、改訂完了します。  
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意 見 の 提 出 方 法 

 

１ 提出期間 令和４年（2022年）11月10日（木）から令和４年（2022年）12月１日（木）まで 

 

２ あて先 市長室危機管理課 

 

３ 提出方法 

○書式は特に定めておりません。 

○住所及び氏名を明記してください。なお、市外在住の方の場合は、次の 

項目についても明記してください。 

（１） （市内在勤の場合）勤務先名・所在地 

（２） （市内在学の場合）学校名・所在地 

（３） （市内に納税義務のある場合）納税義務があることを証する事項 

（４） （当該意見募集案件に利害関係を有する場合）利害関係があることを証する事項 

○次のいずれかの方法により提出してください。 

（１）直接持ち込み 

・市長室危機管理課（横須賀市役所１号館４階） 

・市政情報コーナー（横須賀市役所２号館１階） 

・各行政センター 

（２）郵送 

〒238-8550 

横須賀市小川町11番地 

横須賀市役所 市長室危機管理課 

（３）ファクシミリ 

０４６－８２７－３１５１ 

（４）電子メール 

      ps-pc@city.yokosuka.kanagawa.jp 

 

 

  

 個々のご意見等には直接回答いたしませんので、予めご了承ください。ご提出いただいたご

意見等とこれに対する考え方は、意見募集期間終了後、とりまとめまして公表いたします。 
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第２部 災害予防計画  

 

設置 

組織 

配備 

指令 
基  準 

配備 

部局 

災害警戒 

本部 

警戒 

配備 

○気象庁が本市で震度５弱の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報区

に津波注意報を発表した場合  

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を発

表した場合 

全部局 

（※１） 

災害対策 

本部 

１号 

配備 

○気象庁が本市で震度５強の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報区

に津波警報を発表した場合 

全部局 
２号 

配備 

○気象庁が本市で震度６弱の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報区

に大津波警報（特別警報）を発表した場合 

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を発

表した場合 

３号 

配備 

気象庁が本市で震度６強以上の揺れを観測したと発表し

た場合 

※１ 配備指令発令基準に該当する事象の内容によっては、危機管理課のみ又は危機管理課と関係部局による情報収集 

体制とする場合がある。 

改訂素案 
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第２部 災害予防計画 

 

設置 

組織 

配備 

指令 
基  準 

配備 

部局 

災害警戒 

本部 

警戒 

配備 

○気象庁が本市で震度４の揺れを観測したと発表した場

合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報区

に津波注意報を発表した場合  

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を発

表した場合 

全部局 

（※１） 

災害対策 

本部 

１号 

配備 

○気象庁が本市で震度５弱の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報区

に津波警報を発表した場合 

全部局 
２号 

配備 

○気象庁が本市で震度５強の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報区

に大津波警報（特別警報）を発表した場合 

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を発

表した場合 

３号 

配備 

気象庁が本市で震度６弱以上の揺れを観測したと発表し

た場合 

※１ 配備指令発令基準に該当する事象の内容によっては、危機管理課のみ又は危機管理課と関係部局による情報収集 

体制とする場合がある。 

現   行 
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第３部 災害応急対策計画  

第２章 災害対応組織の設置 

 

第１節 震災発生時の配備指令の発令                            

 

本市域に地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、市長等は配備指令を発令する。 

配備指令は、「警戒配備」、「災害対策本部１号配備」、「災害対策本部２号配備」、「災害対策本部３号配備」

に区分され、各対策部(部局)はその発令に応じた災害活動組織を設置し、応急対策を実施する。 

設置 

組織 

配備 

指令 
基  準 

配備 

部局 

災害警戒 

本部 

警戒 

配備 

○気象庁が本市で震度５弱の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報

区に津波注意報を発表した場合  

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を

発表した場合 

全部局 

（※１） 

災害対策 

本部 

１号 

配備 

○気象庁が本市で震度５強の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報

区に津波警報を発表した場合 

全部局 
２号 

配備 

○気象庁が本市で震度６弱の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報

区に大津波警報（特別警報）を発表した場合 

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を

発表した場合 

３号 

配備 

気象庁が本市で震度６強以上の揺れを観測したと発表し

た場合 

※１ 配備指令発令基準に該当する事象の内容によっては、危機管理課のみ又は危機管理課と関係部局による情報収集 

体制とする場合がある。 

 

改訂素案 
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第３部 災害応急対策計画  

第２章 災害対応組織の設置 

 

第１節 震災発生時の配備指令の発令                            

 

本市域に地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、市長等は配備指令を発令する。 

配備指令は、「警戒配備」、「災害対策本部１号配備」、「災害対策本部２号配備」、「災害対策本部３号配備」

に区分され、各対策部(部局)はその発令に応じた災害活動組織を設置し、応急対策を実施する。 

設置 

組織 

配備 

指令 
基  準 

配備 

部局 

災害警戒 

本部 

警戒 

配備 

○気象庁が本市で震度４の揺れを観測したと発表した場

合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報

区に津波注意報を発表した場合  

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を

発表した場合 

全部局 

（※１） 

災害対策 

本部 

１号 

配備 

○気象庁が本市で震度５弱の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報

区に津波警報を発表した場合 

全部局 
２号 

配備 

○気象庁が本市で震度５強の揺れを観測したと発表した

場合 

○気象庁が東京湾内湾又は相模湾・三浦半島の津波予報

区に大津波警報（特別警報）を発表した場合 

○気象庁が南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を

発表した場合 

３号 

配備 

気象庁が本市で震度６弱以上の揺れを観測したと発表し

た場合 

※１ 配備指令発令基準に該当する事象の内容によっては、危機管理課のみ又は危機管理課と関係部局による情報収集 

体制とする場合がある。 

 

 

 

  

現   行 
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第５章 避難対策 

 

第１節 避難対策等にかかる基本方針                            

 

１ 住民の避難対策にかかる基本方針 

地震災害時に、危険区域にある市民を安全地域に避難させ、人的被害の軽減と避難者の援護を図る。 

なお、市域で震度５強以上の地震が観測された場合には、全震災時避難所を開設する。 

 

２ 帰宅困難者の解消にかかる基本方針 

帰宅困難者対策の基本は､ 企業､ 学校など事業所や組織の責任において帰宅困難者の抑止に努めること

である。 

しかし、大規模な震災により交通障害が発生した場合には駅周辺等に帰宅困難者が滞留することを想定

し、関係機関と連携し帰宅困難者対策にあたる。 

 

 

第２節 避難指示の発令                                  

 

１ 避難指示 

市長等は、災害が発生した場合において、市民の生命及び身体を保護し、その他災害の拡大を防止するた

めに避難の必要があると認めるときは、次により避難指示を発令する。 

（１）発令基準 

種 別 概  要 

避難指示 

○気象庁が大津波警報（特別警報）・津波警報を「東京湾内湾」又は

「相模湾・三浦半島」に発表した場合 

○地震災害により住民の生命に危険が認められる場合 

 

（２）実施者 

市長は、住民の生命、身体に危険が及ぶと認められるとき、危険地域の住民に対して避難を指示する。

（災害対策基本法第60条） 

なお、市長不在時等の代行者については、下表によるものとする。 

代行者 概要及び法的根拠 

職務代理者 

市長の判断を仰ぐいとまがない場合や、市長が不在の場合には、副市長

等の職務代理者が市長の権限を代行し実施し、実施後その旨を市長に報

告する。 

 

改訂素案 
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第５章 避難対策 

 

第１節 避難対策等にかかる基本方針                            

 

１ 住民の避難対策にかかる基本方針 

地震災害時に、危険区域にある市民を安全地域に避難させ、人的被害の軽減と避難者の援護を図る。 

なお、市域で震度５弱以上の地震が観測された場合には、全震災時避難所を開設する。 

 

２ 帰宅困難者の解消にかかる基本方針 

帰宅困難者対策の基本は､ 企業､ 学校など事業所や組織の責任において帰宅困難者の抑止に努めること

である。 

しかし、大規模な震災により交通障害が発生した場合には駅周辺等に帰宅困難者が滞留することを想定

し、関係機関と連携し帰宅困難者対策にあたる。 

 

 

第２節 避難指示の発令                                  

 

１ 避難指示 

市長等は、災害が発生した場合において、市民の生命及び身体を保護し、その他災害の拡大を防止するた

めに避難の必要があると認めるときは、次により避難指示を発令する。 

（１）発令基準 

種 別 概  要 

避難指示 

○気象庁が大津波警報（特別警報）・津波警報を「東京湾内湾」又は

「相模湾・三浦半島」に発表した場合 

○地震災害により住民の生命に危険が認められる場合 

 

（２）実施者 

市長は、住民の生命、身体に危険が及ぶと認められるとき、危険地域の住民に対して避難を指示する。

（災害対策基本法第60条） 

なお、市長不在時等の代行者については、下表によるものとする。 

代行者 概要及び法的根拠 

職務代理者 

市長の判断を仰ぐいとまがない場合や、市長が不在の場合には、副市長

等の職務代理者が市長の権限を代行し実施し、実施後その旨を市長に報

告する。 

 

 

  

現   行 
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（２）避難誘導の実施 

避難指示の発令及び警戒区域の設定を行った場合には、消防、警察等の関係機関及び自主防災組織等の

協力を得て、避難経路の安全度及び道路の状況を適宣判断して安全な経路での避難誘導実施に努める。 

避難対象 避難誘導実施者 

住民 消防職員、消防団員、警察官、自主防災組織 

学校施設、保育施設 教職員 

社会福祉施設 施設職員 

事業所等 施設の防火管理者、管理責任者、施設管理者等 

 

 

第３節 震災時避難所の開設・運営                             

 

１ 震災時避難所の開設 

震災時避難所は、地震の発生が勤務時間内外の場合に応じて適切に開設する。 

なお、大津波警報（特別警報）又は津波警報が発表された場合には、浸水が予測される避難所の開設を一

時見合わせる等の措置を行う。 

区 分 概  要 

勤務時間内 

○施設管理者は、発災直後で避難所支援班の到着を待ついとまがない場合

には、施設管理者の判断で避難者の受入れに必要な措置を実施する。 

○市民安全対策部は、震度５強以上の地震が観測された場合には、震災時

避難所の開設準備のため、市民安全対策部避難所支援班(以下、避難所

支援班という。)に指名した職員を派遣し、施設管理者とともに施設の

安全性を確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施す

る。 

勤務時間外 

○避難者は、発災が夜間や休日などの時間帯で、地域内の被害が甚大であ

り、避難所支援班や施設管理者の到着を待ついとまがなく、避難を優先

させる場合に限り、震災時避難所運営マニュアルの手順により施設の安

全性を確認した後、体育館を開放し避難する。 

○避難所支援班に指名された職員は、震度５強以上の地震が観測された場

合には、指定された震災時避難所に参集し、施設管理者とともに施設の

安全性を確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施す

る。なお、発災直後で施設管理者の到着を待ついとまがない場合には、

避難所支援班の判断で避難者の受入れに必要な措置を実施する。 
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（２）避難誘導の実施 

避難指示の発令及び警戒区域の設定を行った場合には、消防、警察等の関係機関及び自主防災組織等の

協力を得て、避難経路の安全度及び道路の状況を適宣判断して安全な経路での避難誘導実施に努める。 

避難対象 避難誘導実施者 

住民 消防職員、消防団員、警察官、自主防災組織 

学校施設、保育施設 教職員 

社会福祉施設 施設職員 

事業所等 施設の防火管理者、管理責任者、施設管理者等 

 

 

第３節 震災時避難所の開設・運営                             

 

１ 震災時避難所の開設 

震災時避難所は、地震の発生が勤務時間内外の場合に応じて適切に開設する。 

なお、大津波警報（特別警報）又は津波警報が発表された場合には、浸水が予測される避難所の開設を一

時見合わせる等の措置を行う。 

区 分 概  要 

勤務時間内 

○施設管理者は、発災直後で避難所支援班の到着を待ついとまがない場合

には、施設管理者の判断で避難者の受入れに必要な措置を実施する。 

○市民安全対策部は、震度５弱以上の地震が観測された場合には、震災時

避難所の開設準備のため、市民安全対策部避難所支援班(以下、避難所

支援班という。)に指名した職員を派遣し、施設管理者とともに施設の

安全性を確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施す

る。 

勤務時間外 

○避難者は、発災が夜間や休日などの時間帯で、地域内の被害が甚大であ

り、避難所支援班や施設管理者の到着を待ついとまがなく、避難を優先

させる場合に限り、震災時避難所運営マニュアルの手順により施設の安

全性を確認した後、体育館を開放し避難する。 

○避難所支援班に指名された職員は、震度５弱以上の地震が観測された場

合には、指定された震災時避難所に参集し、施設管理者とともに施設の

安全性を確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施す

る。なお、発災直後で施設管理者の到着を待ついとまがない場合には、

避難所支援班の判断で避難者の受入れに必要な措置を実施する。 

 

 

現   行 


